
 
人間生活文化研究 Int J Hum Cult Stud. No. 31 2021 

［査読有り］ 

法の履行確保に向けたイギリス低賃金委員会からの報告 601 

 

法の履行確保に向けたイギリス低賃金委員会からの報告 

―最低賃金未払い克服への方策― 

UK Low Pay Commission Report on enforcement of NMWA 
―Approaches against non-compliance of NMWA― 

 
藤井 直子 

大妻女子大学家政学部 

 

Naoko Fujii1 

Faculty of Home Economics, Otsuma Women’s University 

12 Sanban-cho, Chiyoda-ku, Tokyo, 102-8357 Japan 

 

キーワード：労働法，最低賃金，法執行，イギリス法 

 Key words：Labour law, Minimum wage, Enforcement, UK law  

 

抄録 

本稿は，1998年にイギリスで制定された全国最低賃金法の履行確保に関し，2019年および2020年

に公表された低賃金委員会報告をもとに，現状および今後の課題と展望について検討，報告する．

法の目的を遂行するためには，何より法の履行を確保することが不可欠である．この点，イギリス

でも同様に認識されつつも，2016年に25歳以上を対象とする最低賃金額が新たに設定されて以降，

法定の最低賃金額を得ることができない（過少払い）労働者数の増加が続いていた．こうした状況

のなか低賃金委員会が，法の履行確保と執行を特に調査・検討し，報告したものが，2019年および

2020年執行報告である． 

 同報告によれば，過少払いにある労働者数は2019年にわずかに減少したものの，2016年以降，基

本的には増加傾向にある．他方で，最低賃金法の所管官庁である歳入関税庁が監督調査等を実施し

ており，労働者に支払われ解決した未払い総額も大幅に増えている．ただし，過少払いの原因が過

失もしくは故意によるものか，あるいは使用者や労働者の無知によるものかは，統計上のデータか

らは判断できない．また，インフォーマルエコノミー事例など深刻な過少払い事案が，統計上には

現れずに隠れている可能性もある． 

全国最低賃金法の履行確保は，労働者を保護し，かつ，企業間の公平な競争条件を確保するため

の要であり，低賃金委員会も引き続き，事実を収集し，政府に報告するとともに，より効果的な方

策を提案・勧告していくとしている．25歳以上の最低賃金は，その後，対象年齢引き下げによる対

象範囲の拡大がなされ，2024年までのさらなる引き上げも予定されている。こうしたなかで，最低

賃金額に近接し，過少払いリスクを負う労働者がますます増えることも危惧される．法の履行を確

保するためには，いかなる方策が実行されるべきか，今後もイギリス最低賃金法の執行システムを

注視する必要がある． 
 

１． 本稿の趣旨と目的 

本稿は，イギリスにおける最低賃金法の履行確

保に向けて検討・公表された 2019 年および 2020

年の低賃金委員会報告を取り上げる． 

イギリス全国最低賃金法（National Minimum 

Wage Act 1998. 以下，「1998 年法」とする）は，使

用者に対しその雇用する労働者に，労働 1 時間あ

たりの最低賃金額の支払いを義務づけるものであ

り，1998 年に制定された． 

同法制定当時は，労働者を雇用する企業負担の

増加や失業者増加の懸念など，雇用への負の影響

が避けられないとの批判も少なくなかった[1]．し
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かし法制定から 20 年を経て，イギリス国内では，

経済や雇用への大きな負の影響なく，著しく低い

賃金で働く労働者層の賃金を引き上げてきた点な

どから，好意的な評価を得ている[2]． 

その一方で，法定の最低賃金額を得ていない労

働者および最低賃金額の支払い義務を遵守しない

使用者の実態が報告されており，雇用関係や労働

市場分野の研究者をはじめ政府内からは，同法が

克服すべき課題であるとたびたび指摘されてきた
[3]．この点，政府に加え，同法の社会的な影響等

を把握・検討する特別委員会（低賃金委員会）で

も検討が続けられてきたところである[4]． 

問題状況は共有されてきたものの，本稿で検討

する 2019 年および 2020 年の低賃金委員会（Low 

Pay Commission）による「全国最低賃金に関する

不履行および法執行」報告（Non-compliance and 

enforcement of the National Minimum Wage. 2019. [5]/ 
Non-compliance and enforcement of the National 

Minimum Wage. 2020. [6]以下，「2019 年執行報告」

「2020 年執行報告」とする）によれば，法の不遵

守の克服には至らず，1998 年法の対象労働者であ

りながら，その賃金を得ていない労働者が未だ多

いことが，改めて明らかになっている． 

ではなぜ，最低賃金の未払いが続いているのか．

最低賃金額の支払いを受けられない労働者に何ら

かの特性があるのか，職種や業種に違いはあるの

か，法を遵守しない使用者側の特性や傾向なのか．

本稿は，こうした点を確認するため，1998 年法の

概要を示したのち，低賃金委員会による 2019 年執

行報告および 2020 年執行報告に注目し，その内容

を紹介・分析する．そして，イギリスにおける最

低賃金法の履行をめぐる現状を明らかにし，そこ

で生じている課題等について検討する． 

なお，本稿が検討対象とする報告書をまとめた

低賃金委員会は，最低賃金に関する経済および社

会等への影響を調査・検討し，政府に報告するこ

とを目的に設置された特別委員会である．1998 年

法成立前の 1997 年に政府から独立した組織とし

て設置されている． 

また，本稿において「過少払い」とは，1998 年

法により使用者に義務付けられた最低賃金額に満

たない賃金支払いのことを指し，「過少払いにあ

る労働者」とは，使用者から支払われた時間賃金

額が最低賃金未満の労働者のことである．また，

「（使用者の）未払い額」とは，過少払いにより労

働者に支払われていない金額（実際に支払われた

額と最低賃金額との差額）のことを言う．そして，

本稿に挙げる過少払い労働者数や比率は，特に断

りのない限り，低賃金委員会報告書内で引用され

ている労働時間・賃金年次統計調査（Annual. 

Survey on Hours and Earnings: ASHE）に拠っている．

同調査で捕捉できないデータはあるものの（たと

えば，過少払い労働者のなかには，法違反ではな

い過少払いがあり得る注 1が，データ上はそれを見

分けることができない），現時点ではイギリスにお

いて，最低賃金法の不遵守の規模やその特性につ

いて，最も詳細かつ包括的に確認できるデータで

あるとされる[7]． 

 

２． 1998 年法の概要と現状 

2.1. 法が対象とする者  

最低賃金の支払いを受ける権利を有する者は，

イギリス国内で働く，義務教育年齢を超えたすべ

ての労働者（worker）である注 2．この点，1993 年

以前の最低賃金に関する法が，産業別に一部の労

働者のみを対象としていたことと異なり，イギリ

スとしては初めて，すべての労働者が最低賃金法

による賃金額の保障を享受できることとなった．

また，従来，多くの労働立法がその保護の対象と

していた「被用者（employee）」ではなく，より広

い概念の「労働者（worker）」を対象とした点注 3

も特徴的である[8]． 
 

2.2. 法が義務付ける最低賃金額  

設定される最低賃金額は，産業や地域，企業規

模などによらず，全国一律である．ただし，若年

者の雇用を守ることを目的として，若年労働者に

は別額の設定がなされている注 4．現在は，23 歳以

上の全労働者対象の区分のほか，この若年者区分

が 3 区分（21－22 歳区分，18－20 歳区分，16－17

歳区分），徒弟制度（Apprenticeship）のもとで働く

労働者区分注 5が 1 区分あり，全 5 区分である． 

なお，1999 年の 1998 年法施行以来，最低賃金

額は毎年引き上げられてきた．2021 年 4 月からの

1 時間あたりの最低賃金額は，23 歳以上が 8.91 ポ

ンド（日本円に換算して約 1,370 円注 6），21－22

歳が 8.36 ポンド（約 1,290 円），18－20 歳が 6.56

ポンド（約 1,010 円），16－17 歳が 4.62 ポンド（約

710 円），徒弟制度にある者が 4.30 ポンド（約 660

円）である． 
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また，最低賃金額の決定は政府が行う注 7が，引

き上げ額設定に先立ち，政府は毎年，最低賃金が

経済や社会に及ぼす影響等について検討するよう

低賃金委員会に調査を委託し，その報告および勧

告を受けている．実際，最低賃金の引き上げ額に

ついては，低賃金委員会からの勧告内容にほぼ沿

う形でこれまで引き上げられてきた注 8．  

 

 2.3. 法違反（未払い）の成否 

 法違反（未払い）の成否は，労働者が実際に最

低賃金を超える時間あたり賃金の支払いを受けた

か否かによる．ここでは確定すべき要素が 3 点あ

る．賃金算定期間（pay reference period），当該賃金

算定期間内の総労働時間数，当該賃金算定期間内

の総賃金額（total of remuneration）注 9である．そし

て，確定された総賃金額を総労働時間数で割った

金額【A】と，時間あたりの全国最低賃金額【B】

とを比較し，A 額が B 額に満たない場合に法違反

（未払い）が発生する注 10． 

 賃金算定期間は，1 か月，もしくはそれより短

い期間で賃金が支払われている場合にはその期間

を指す注 11．この期間の 1 時間あたりの平均賃金額

が時間あたりの最低賃金額を超えていればよい．

1998 年法上の労働時間の算定方法および総賃金額

に含まれるもの，含まれないものの詳細は，1998

年法および全国最低賃金規則が定めている注 12[9]． 
 

2.4. 法が定める履行確保の手段[10]  

1998 年法はその履行確保のため，使用者と労働

者にそれぞれ義務および権利を規定するとともに，

所管官庁の執行および監督権限を規定している注

13． 

まず，使用者には，最低賃金額以上の賃金支払

いを十分に証明できる文書の保管が義務づけられ

る．また，労働者や監督官庁が同記録文書の閲覧

を求めた場合には，使用者は応じなければならな

い．同法は，使用者側に最低賃金支払い記録を残

すよう義務化することで，最低賃金支払いに関す

る証明責任を使用者側に課す． 

労働者は，自らの賃金が最低賃金法に則り，法

定額以上の賃金が支払われているか否かを，使用

者保管の文書で確認する権利を有する．また，労

働者は最低賃金法による権利侵害について雇用審

判所に自ら提訴することができるほか，所管官庁

等に相談，申告できる注 14． 

そして，同法の履行確保のため，2 つの所管官

庁がその役割と責務を分担している．ビジネス・

エネルギー・産業戦略省（Department for Business, 

Energy and Industrial Strategy, BEIS）は履行確保に

向けた政策や方針，運用規定の策定などを行い，

歳入関税庁（Her Majesty’s Revenue and Customs, 

HMRC）はこうして策定された規定等に従い，実

行する機関である．歳入関税庁には，監督官によ

る最低賃金対策グループが組織されており，不履

行の取り締まりなどを行う．監督官による具体的

な執行には，主に次のようなものがある． 

監督官は，労働者個人と同様に，使用者が有す

る記録を確認し，使用者に説明を求めるなど，使

用者の法履行の状況を確認する権限を有する．そ

して，法を遵守せず未払いのある使用者に対し，

未払い額を労働者に支払うよう通告する（履行通

告）．履行通告では未払い額 200％の過料の支払い

も求められる注 15． 

また，履行通告ののち 28 日以内に未払いが解消

されない場合，歳入関税庁は当該使用者名を公表

することができる注 16．また，監督官は未払い分を

払わない使用者に対し，労働者を代位して，雇用

審判所または民事裁判所に訴えることもできる． 

なお，歳入関税庁，低賃金委員会等をはじめ，

政府の関連機関は，労働者および使用者，各々の

団体等に最低賃金に関する様々な情報を提供して

いる．そして，毎年最低賃金額の引き上げ時期に

は，意識啓発等を目的としたキャンペーンを行い，

理解および法遵守の促進に努めている．2018 年 4

月の引き上げ時には当該キャンペーン費用として

148 万ポンド（約 2 億 3 千万円）が投入された[11]． 

 

2.5. 低賃金委員会による社会・経済状況，雇用

に関する調査・検討・報告書の公表  

低賃金委員会は，経営者，労働者，学識経験者

の三者構成であり，9 名の委員とその事務局とし

て 12 名未満の専門職（職業訓練や社会保障，統計

学などさまざまな分野の専門職）から成る．前述

したように，同委員会は毎年政府から，最低賃金

の雇用や経済への影響等を調査・検討するよう委

託を受けている．その調査結果は 1998 年の最初の

報告書以来，毎年 1－2 報の年次報告書として公表

されている．法の不履行に関するデータや検討は，

これらの年次報告のなかでも，報告事項の 1 項目

として取り上げられてきた． 
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また，このほか，特に検討すべき課題について

報告書がまとめられる場合もある．本稿で主題と

する「全国最低賃金に関する不履行および法執行」

に関する報告は，2020 年までに 2017 年，2019 年，

2020 年の 3 度，公表されてきたものである． 
 

３． 近年の 1998 年法の履行と執行状況－2019 年

および 2020 年執行報告 

3.1. 最低賃金の過少払いの状況  

イギリスの最低賃金額は前述したように 5 区分

あり，23 歳以上の全労働者が対象となる区分を「全

国生活賃金（National Living Wage）」と言う（「生

活賃金」との文言が含まれる名称であるが，いわ

ゆる生計費を基準に算出される生活賃金（living 

wage）とは無関係である．この点は政府および低

賃金委員会報告書でも説明されている）[12]．この

「全国生活賃金」区分は，2016 年 4 月に新設され，

当初 25 歳以上の労働者を対象としたが，2021 年 4

月に対象年齢が 23 歳以上に引き下げられた．ただ

し，本稿が検討対象とする 2019 年および 2020 年

執行報告の段階では，全国生活賃金の対象者は 25

歳以上であり，これを前提に検討を進める．した

がって，本稿で「全国生活賃金額対象労働者」を

意図する文言は，すべて 25 歳以上の労働者を指す． 

この全国生活賃金対象労働者のなかで過少払い

にある労働者数は 2016 年 4 月以来，増加傾向にあ

った．2016 年 4 月は，それまで 21 歳以上の労働

者に対する一律額であった最低賃金について，25

歳以上を「全国生活賃金」区分として分離し，さ

らなる引き上げを実施した時である注 17．くわえて，

この全国生活賃金額は，政府の方針として，2020

年までに平均賃金の中位値の 60％到達という目標

が掲げられたことで，毎年の引き上げ幅も大きな

ものとなっていた（詳細は後述）． 

こうした事実を背景に，この全国生活賃金額の

対象労働者のうち，この額に満たない賃金額であ

った過少払い労働者は，2016 年 4 月に 305,000 人

（全国生活賃金近辺の時間賃金注 18で働く 25 歳以

上労働者全体の 19％），2017 年 4 月に 339,000 人

（同 21％），2018 年 4 月に 374,000 人（同 23％）

と増加した[13]. なお，全国生活賃金導入の前年

2015 年 4 月における 25 歳以上の過少払い労働者

は約 150,000 人（同 15％）であったとされ，全国

生活賃金導入後には，人数では前年の約 2 倍にま

で増え，全国生活賃金近辺の時間賃金労働者に占

める過少払い労働者比率も高まっている注 19 [14]． 

ただ，このような状況のなか，2019 年 4 月には，

全国生活賃金の過少払いにある推計労働者数が前

年より初めてわずかに減少し，およそ 36 万人（全

国生活賃金近辺の時間賃金で働く 25 歳以上労働

者全体の 22％）となった[15]．これは 25 歳以上の

全労働者の約 1.4％にあたる[16]．また，その他の年

齢区分（21－24 歳，18－20 歳，16－17 歳）でも，

2018 年と比較して 2019 年の過少払い労働者数は

やや減少した（徒弟労働者区分のみ増加）[17]． 

他方，過少払いの程度についてみると，全国生

活賃金の過少払いにある労働者のうち 30％強は，

支払われた時間賃金額と全国最低賃金額との差が

5 ペンス以内である一方で，40％以上（159,000 人）

が前年の全国生活賃金額よりも一層低額であった．

さらに，そのうち 115,000 人は全国生活賃金額から

1 時間あたり 1 ポンド以上も低い額であった[18]． 

これを業種別の統計で確認すると次のようなこ

とが分かる．全国生活賃金額の過少払いにある労

働者の割合は，一般的に低賃金業種と言われる使

用者の元で働く労働者のみに必ずしも多いわけで

はない．2020 年執行報告によれば，たしかに，小

売業，サービス業，清掃業および保守管理業等と

いった低賃金業種で働く労働者に過小払い比率は

高いが，2019 年に全国生活賃金の過少払いにあっ

た労働者 36 万人のうち，いわゆる低賃金業種「で

はない」使用者の元で働く労働者も 1/3 あまり居

る（2018年約 120,000人，2019年約 125,000人[19]）．

さらに，表 1 が示すように，2019 年にはこのうち，

前年の最低賃金額よりも低い賃金額である者が

60％以上に上り，78,000 人と推計される．つまり，

前述の前年の最低賃金額にも満たないという労働

者 159,000 人のうち約半数は，「非」低賃金業種で

働く労働者が占めていることになる． 
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表 1．全国生活賃金（NLW）の業種別過少払い規模

（イギリス，2019 年）       （人数は千人） 
 1 時間あたりの賃金額  

 前年の NLW
未満 

今回のNLWに

足りない額が

5 ペンスを超

える～前年の
NLW 

今回の NLW
に足りない額

が 5 ペンス以

内 

合計 

 人数 割合

（％） 
人数 割合

（％） 
人数 割合

（％） 
人数 

低

賃

金

業

種 

 
  

80 

 
 

34 

 
 

63 

 
 

27 

 
 

92 

 
 

39 

 
 

235 

非

低

賃

金

業

種 

 
 

78 

 
 

63 

 
 

21 

 
 

17 

 
 

26 

 
 

21 

 
 

125 

合

計 

 
159 

 
44 

 
84 

 
23 

 
118 

 
33 

 
360 

（Low Pay Commission. Non-compliance and 
enforcement of the National Minimum Wage. 2020, 

p.7.より筆者作成） 
 

 また，低賃金業種のなかでも過少払いにある労

働者「数」の多い業種は，サービス業，小売業，

清掃業および保守管理業である一方で，単一の業

種内で過少払い労働者「比率」が高いのは，保育

業である注 20[20]．さらに保育業のなかでは，過去 5

年間で過少払い労働者比率が年々高まってもいる
[21]． 

他方，その他の業種においては，過少払いにあ

る労働者比率が 2016 年の段階で一度上昇したも

のの，その後はほぼ横ばいで推移している[22]． 

さらに，全国生活賃金に関する過少払い労働者

を，業種以外の特性別に集計すると，次のような

特徴がある．たとえば，男性労働者よりも女性労

働者の割合が高いこと，全国生活賃金区分のなか

での最低年齢層（25－29 歳）と高齢者層（60 歳以

上）は，中間にあるその他の年齢層よりも過少払

いである労働者の割合が高い傾向にあること，零

細企業（micro-level firms）はより多くの労働者を

雇用する使用者（larger employers）に比べ過少払

い比率が高いこと注 21，さらに，パートタイム労働

者に比べフルタイム労働者，時給制労働者より固

定給制労働者（salaried worker）注 22で過少払いリ

スクが高いことである[23]．ただし，2020 年執行報

告によれば，性別や年齢による差は大きなもので

はないとの指摘もある注 23 [24] 

 

3.2. 最低賃金の過少払いに対する執行状況 

最低賃金法の執行の任にあたる歳入関税庁の予

算額は，2016 年以降大幅に増え，多くの監督官が

任命された注 24．こうした背景から，歳入関税庁に

よる執行能力は近年，以前と比べ非常に高まった

とされる[25]．そして，歳入関税庁が確認した過少

払いにある労働者数，労働者に支払われた総未払

い金額，不履行使用者に課された総過料額はいず

れも大幅に増加し，2018/2019 年にこれまでの最高

人数，最高額に達した．具体的には，22 万人以上

の労働者の未払いを解決し，未払いの総額は 2,400

万ポンドを超えた．不履行使用者に課された過料

額は 1,700万ポンドを超えたと報告されている[26]． 

ただし，報告書によれば，解決「事案数」は，

この数年ではあまり変化がない．上記の労働者数，

総未払い金額，総過料額が最高になった背景には，

事案 1 件のなかに過少払い労働者数が多く，多額

の未払い金を有するような，規模が大きくかつ複

雑な案件が増えているという事情がある[27]．2020

年執行報告によれば，未払い事案全体のうち，約

17％が深刻な不遵守（コンプライアンス違反）や

大規模かつ複雑な事案である[28]． 

また，2016 年の全国生活賃金の新たな区分設定

とその額のさらなる引き上げにより，最低賃金額

近辺の時間賃金で働く労働者層が厚くなり，その

結果，過少払いリスクを高めているとの指摘もあ

る．2020 年執行報告によれば，全国生活賃金近辺

の時間賃金で働く労働者数は，2017 年には前年の

100 万人から 160 万人へと急上昇したという[29]． 

なお，歳入関税庁の執行は，同庁主導による監

督調査のほか，労働者からの申告を契機になされ

るものも少なくない．実際，2020 年執行報告では，

労働者の申告から実施された監督調査事案におい

て，過少払いが確認される比率が高いことから，

労働者からの申告が過少払いを発見し是正するた

めの基礎となる，効果的な方法であると指摘され

ている[30]． 
 

４． 検討および考察－留意すべき点と課題 

4.1. 過少払い労働者の増加と特性 
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4.1.1．2016 年導入の全国生活賃金の影響 

前記 3.1 で示したように，2016 年 4 月の全国生

活賃金導入以後，対象年齢の 25 歳以上に占める過

少払い比率およびその人数が増大している（検討

対象とした 2020 年執行報告までの間で 2019 年 4

月のみ微減）．特に，全国生活賃金導入の前年 2015

年 4 月における 25 歳以上の過少払い労働者は約

150,000 人（全国生活賃金近辺の時間賃金で働く対

象労働者の 15％）であったとされ，全国生活賃金

導入後には，人数では前年の約 2 倍に増え，過小

払い労働者比率も高まっている[31]． 

イギリス全国最低賃金の設定額は，1998 年法の

導入以来，毎年引き上げられてきたが，引き上げ

幅の決定に際しては雇用への負の影響を与えない

よう，低賃金委員会が常に社会状況や雇用情勢を

検証し，慎重に引き上げ額を政府に答申してきた．

これに対し，2016 年に導入された 25 歳以上労働

者の新たな賃金区分である全国生活賃金は，その

対象年齢，導入時の引上げ額，そして，数年後の

全国生活賃金の到達目標額も，低賃金委員会への

諮問はなく，すべて政府主導で決められたもので

ある[32]．そして示されたものが「2020 年までに平

均賃金（中央値）の 60％」という，これまでには

なかった明確な引き上げ目標であり，結果として，

25 歳以上の層の最低賃金を大きく引き上げていく

こととなった[33]．全国生活賃金導入前の 2015 年

10 月に 21 歳以上の一般最低賃金額が，6.5 ポンド

から 6.7 ポンドに引き上げられた（2015 年までは

毎年 10 月が改定時期であった）とき，その引き上

げ率は 3.1％であったが，そのわずか 6 か月後の

2016 年 4 月に全国生活賃金区分が開始され，25 歳

以上については，さらに 7.2 ポンドへと改定され，

この引き上げ率は 7.5％である．前年（2015 年 4

月）の最低賃金額 6.5 ポンドと比較すると，10.8％

もの引き上げであり，その伸長幅の大きさと設定

水準の高さは明らかであろう． 

2017 年以降の引き上げについては，全国生活賃

金についても低賃金委員会が政府の方針・目標を

考慮に入れながら，引き上げ額の検討・答申をし

ているが，それまでの 1998 年法にはなかった「目

標値」を有する制度設計上，少なくともこの区分

に関しては決して緩やかではない引き上げが続い

ている[34]．労働人口のなかでも 25 歳以上の労働者

が多数を占める以上，全国生活賃金の支払い義務

を負う使用者（特に，低賃金労働者を多く抱える

使用者）にとって，引き上げ幅の大きさは，その

まま使用者の負担増となる．最低賃金額の未払い

リスクは，一般的に最低賃金額の引き上げととも

に大きくなることが知られており[35]引き上げの大

きさが過少払い労働者増加につながったことも想

像できよう注 25． 

また，3.2.で示したように，執行に伴う経費・予

算と監督官の人員増加が平行して実施されつつも，

過少払い労働者の増加が続いたという側面もある．

執行能力に疑問符がつくかもしれないが，過少払

いがこれ以上増えることへの抑止の一端になった

可能性はあろう．事実，全国生活賃金額は継続し

て引き上げられた（2018 年 4 月：1 時間当たり 7.83

ポンド，2019 年 4 月：同 8.21 ポンド）にも関わら

ず，2019 年 4 月の過少払い労働者数については，

やや減少してもいる．経済や雇用動向等と合わせ

ての検証も必要であろうが，今後の過少払い傾向

については，イギリスでも検証されるものと思わ

れる． 

 

4.1.2．過少払いの業種による差異 

2019 年 4 月時点の過少払い規模を示した前記表

1 によると，一般的に低賃金業種と呼ばれる，サ

ービス業や小売業，保育や介護ケア，清掃等の使

用者の元で働く労働者が，全国生活賃金の過少払

い労働者数の 2/3 を占める一方で，1/3 が「非」低

賃金業種の使用者の元で働く労働者であり，必ず

しも，いわゆる低賃金業種ばかりに過少払い労働

者が偏っているわけではないことが明らかとなっ

た．この点，「非」低賃金業種の使用者のもとであ

っても，高い賃金水準の労働者や高賃金の職務だ

けでなく，多様な職務があり，なかには賃金水準

が高くない定型業務や低技能職もあることが一般

的である．つまり，「非」低賃金業種のなかにも，

低賃金労働者が居り，そのなかに過少払い労働者

が生じていること自体は不自然ではない．ただ，

このことは，低賃金業種に焦点を当てた対策や執

行を実施するだけでは，この過少払いや法の不遵

守の問題を解決できないことを意味しており，執

行対策全体を検討する際に，この点への注意が必

要であることが示されていると言える． 

他方で，「非」低賃金業種の過少払いの問題では，

彼らの過少払いの程度が比較的大きい点に，留意

が必要かもしれない．表 1 にあるように，「非」低

賃金業種における過少払い労働者のうち，時間賃
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金額が前年の全国生活賃金額にも満たない者が

63％（2019 年）を占める（低賃金業種では同 34％）．

この 63％に該当する労働者の属性や詳細な内訳と

いったデータは今回検討対象とした 2019 年・2020

年執行報告では明らかになっておらず判断し得な

いが，例えば，職種や性別，企業規模，労働時間

制など，業種以外の低賃金リスク要素と関連性を

持つ可能性も考えられる．今後もこの傾向が続く

のかという点にも目を配る必要がある． 

また，いわゆる低賃金業種のなかでは，他業種

に比べ保育業の過少払い比率が，年々増加してい

ることが指摘された．この点，イギリスは 2010 年

以来，保守党政権が緊縮財政を進めているなか，

保育業は公的資金の分配を受けてその経費を賄っ

ていること，そして，事業経費における人件費比

率が 70％以上という業種でもあり[36]，業種内の財

政状況が厳しいなか，2016 年以降の全国生活賃金

引き上げの影響を大きく受けていることが考えら

れる注 26．ただ，一方で，後述するように，過少払

いに至る原因には，使用者が最低賃金法上の使用

者義務を理解したうえでの故意による未払いのほ

か，使用者の理解不足等の過失による未払いもあ

ることから，必ずしも，保育業において財政的な

厳しさのみが理由ではない可能性もある．この点

は 2019 年および 2020 年執行報告のデータでは判

別できない． 
 

 4.1.3．過少払い労働者のその他の特性 

 2019 年および 2020 年執行報告では，過少払い

労働者の傾向として，男性労働者よりも女性労働

者の割合が高いこと，全国生活賃金区分のなかで

の最低年齢層（25－29 歳）と高齢者層（60 歳以上）

は，中間にあるその他の年齢層よりも過少払いで

ある労働者の割合が高い傾向にあること，零細企

業（micro-level firms）は従業員数のより多い使用

者（larger employers）に比べ過少払いの比率が高

いことなどが，明らかにされた（前述 3.1．）．この

点，時間賃金が最低賃金額に近い労働者ほど，次

の最低賃金額引き上げの際に，過少払い労働者と

なりやすい．たしかに，上記，男性より女性，壮

年期の中間年齢層よりも若年者や高齢者，規模の

大きな使用者で働く労働者よりも小さな使用者で

働く労働者に，低賃金労働者が多い傾向も分かっ

ており[37]，その点も反映したものだと考えられる．

こうした属性による過少払いリスク差の解消には，

何よりこれらの属性間にある賃金格差の是正が必

要になろう． 

 また，2020 年執行報告では，パートタイム労働

者よりもフルタイム労働者に，また時間給制労働

者よりも固定給制労働者に，過少払い比率が高い

ことも指摘された．固定給制労働については，単

純な時給額を算出することが難しいといった，算

出の複雑さがあるのではないかとも推測される．

固定給制労働と最低賃金に関しては，1998 年法制

定当初からその定義，最低賃金の計算方法等が分

かりにくく，理解が難しい場合があると指摘され

てきた[38]．したがって，時間給制労働よりも計算

方法の誤りから過少払いが生じている事例も少な

くないと思われる注 27．この点，2020 年 4 月の全国

最低賃金規則（National Minimum Wage Regulations）

の修正により，複雑な規定が一部修正されており注

28，固定給制労働者の過少払いリスクの低減につな

がることが期待できるかもしれない．そのほか，

固定給制労働の場合，計算方法の問題だけでなく，

契約内容で合意した労働時間を超えて労働を命じ

られ，その超過時間分の賃金が支払われない場合

には過少払いになるリスクがあり，この点も当該

労働では問題となる場面であろう注 29．  
 

4.2．執行遂行能力の増強と履行確保 

4.2.1. 執行遂行能力の増強 

1998 年法は，その施行当初から歳入関税庁（1998

年当時は内国歳入庁（Inland Revenue））注 30の監督

官が，最低賃金法の執行業務を遂行しており，2015

年以前も，労働者から（ヘルプライン等を経由し

て）の申立を契機とした監督調査に加え，過少払

いリスクの高い業種注 31 [39]への積極的な調査介入

がなされてきた． 

他方で，前述したように 2014/2015 年の執行に

関わる予算は 920 万ポンド，執行官の人員は約 180

名であり，徐々に増えてきたところ，2016 年以降

は予算および監督官人員が大幅に拡充されており，

5 年間で予算が約 3 倍，監督官が約 2.5 倍になった

ことが報告書でも示されていた．2014/2015 年まで

の過去 5 年間の増加率は，予算が約 1.1 倍，人員

が1.3倍であり（2009/2010年は予算830万ポンド，

人員 140 名である）[40]，いかに急速に増強された

かが分かる．低賃金委員会は，2016 年当時，25 歳

以上の全国生活賃金額の目標に向けた引き上げに

より，法の不履行や過少払いが増えかねないと危
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惧しており[41]，政府も履行確保へと予算を確保し

たものと思われる．そして 2016 年からの執行能力

の増強が，過少払い労働者数が多く大規模でかつ

複雑な案件にも対応できるだけの執行力につなが

り，2018/2019 年の 22 万人以上の労働者の未払い

解決につながっているのだと思われる．かつて

2009/2010 年から 2014/2015 年の間は，年間 2 万人

前後の労働者の未払い解決であったことからもそ

の違いが理解できよう注 32 [42]． 
 

4.2.2. 多様な事案に向けた履行確保 

前記執行能力の増強により，監督官による積極

的な調査介入が実行できたことと合わせて，3.2.

にもあるように，労働者からの申告を契機に未払

い事案を認知し，解決することにもつながってい

る．過少払いにある労働者は，性別や年齢，業種，

労働時間制，企業規模などに一定の傾向はみられ

るものの，必ずしも，ある特性に限定的なもので

はなく，様々な範囲に広がっていることは，2019

年および 2020 年執行報告で明らかになっている． 

したがって，いわゆる低賃金業種などの特定の

グループを対象に集中的に履行状況を追跡するこ

とや特定グループに主眼を置いて監督官主導の監

督調査をするだけでは，その網からこぼれ落ちる

事案も多数生じる．過少払い労働者の多様性を考

えると，過少払い労働者自身からの申立を契機に，

未払い事案を認知し，執行・取り締まりへとつな

げることも重要であり，2020 年執行報告でもこの

有効性は述べられていた[43]．法の履行確保の両輪

として，監督機関主導の調査介入と労働者申立か

らの執行・取り締まりを，共に有効に機能させる

ことが，多様な過少払い事案にたどり着くことに

つながるものになろう．  

しかしながら，この点，労働者自身が自らの時

間賃金額と最低賃金額，およびその未払いの際の

申立方法等を理解し，未払いの申告や申立を実行

できることが前提であり，この点の強化も必要に

なる． 
 

4.2.3. 履行確保の方法としての労使当事者へ

の啓発の重要性 

法がその目的を遂行するために，何より法の履

行確保が不可欠であること，およびその点の重要

性は，2019 年および 2020 年執行報告でも強く認

識されている[44]．法を守らない一部の使用者，す

なわち最低賃金額の支払いを履行しない使用者の

存在は，彼らのビジネス上の競争相手である良識

ある使用者の競争力を不公正に弱めることとなり，

守るべき公正な競争の土台を崩すものである．労

働者を保護し，かつ，企業に公平な競争条件を確

保するには，法の効果的な執行システムの実行が

不可欠であり，そのためにはまず，法が遵守され

ることが重要である．こうした認識は，1998 年法

が制定された当時から通底している[45]．  

また，法を守らない使用者の存在，そして，過

少払いにある労働者数は統計等から確認できたと

しても，その過少払いが，使用者の無知などによ

る誤りからなされたものか，過失あるいは意図的

な故意であるか，さらに，各事案がどのくらいの

割合なのかは，過少払い件数等の数値を分析する

だけでは判別できない．この点，2019 年執行報告

は「意図的ではなくむしろ無知による過少払いは，

（気づかれることなく）法の不履行が継続するう

え，（もし労働者等から申出があったとしても認

められず）労働者の権利を否定しかねない」と指

摘する[46]． 

ただ，2019 年および 2020 年執行報告をまとめ

た低賃金委員会は，毎年の政府への報告・勧告を

前に，数多くの対面調査および質問用紙の回収な

どを通し，イギリス国内の各産業や使用者の状況

把握に努めている．全体数や全体的な傾向を確か

には判断できない場合にも，こうした直接的な情

報を題材にして，必要な履行確保手段が検討され，

その提案・実施へつながることは期待できよう． 

また，使用者自身の最低賃金法への理解を促す

ために，最低賃金に含まれる賃金や労働時間の算

出方法，使用者の義務などを伝える使用者向けの

ガイドラインも，常に見直しがなされている[47]． 

こうした使用者による法の遵守が履行確保の土

台であるとしても，使用者とともに労働者が，1998

年法の具体的な内容および権利を正しく理解する

こともまた，不可欠である．最低賃金法という法

の存在を認識するだけでなく，自らの賃金が最低

賃金額を満たしているか否かを理解し，確認でき

る力が労働者自身には必要である．加えて，自ら

の賃金額が最低賃金を満たしていない場合には，

その権利の回復手段と方策，もしくは，ヘルプラ

インの存在，ないし，そうした情報を得る方法を

認識していることもまた，法の履行確保を側面か

ら強力に支えることになる．前述したように，過
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少払いに直面した労働者自身による，歳入関税庁

への申告が法の執行の面から期待されており，こ

の点は重要になる． 

ビジネス・エネルギー・産業戦略省の調査によ

れば，最低賃金法を理解していると回答する労働

者割合は一貫して高い．しかしながら，2019 年に

なっても，なおこの法を認識していない労働者が

約 1 割いると言う[48]．さらに，労働者から歳入関

税庁への申告件数は増加しているものの，統計上

の過少払い推計件数に比し，未だ少数であり，「歳

入関税庁への申告や問い合わせは，あくまで氷山

の一角である」と考えられている[49]． 

こうした点を踏まえ，使用者および労働者と，

執行側である歳入関税庁等の政府機関との情報共

有，情報伝達の充実，および労働者側からの情報

アクセスの容易さ等に関する，より一層の改善が

望まれよう．  
 

4.3．統計に隠れる過少払い－法の射程として問

題となる「労働者」および「労働時間」 

 最も深刻な過少払い事例が，統計には現れてい

ない可能性がある[50]点を指摘しておきたい．イン

フォーマルエコノミーないしグレイエコノミーと

言われる経済活動のなかに内包された者たちが，

隠れている（＝把握され得ない）という点である．

たとえば，「労働者」定義に該当し得る労働状態で

あるにもかかわらず，使用者から「労働者」でな

いと位置づけられ，もしくは，「労働者」でないと

自認し，最低賃金対象から除外され，最低賃金の

支払いを受けていない場合等の可能性である．実

際に，1998 年法制定以来，今日まで，法の適用範

囲となる「労働者」該当性は裁判のなかでもたび

たび争われてきた注 33．  

このような事例で「労働者」でないとされてい

る場合，労働者数を基にする統計には含まれず，

かつ，時間換算でどれほど低額な報酬を得ている

か，その実態把握もできない． 

さらに付言すると，「労働者」該当性だけでなく，

法が最低賃金支払いを義務付ける「労働時間」該

当性の争いも少なくない．1998 年法が対象とする

労働時間でなければ，最低賃金の支払いは義務付

けられない．これまでにも，たとえば泊まり込み

勤務の睡眠時間や，呼び出しまでの待機時間，就

労場所から次の就労場所までの移動時間など，多

様な事案で問題となってきた[51]． 

 こうした隠れた事案のなかに，本来は最低賃金

法の保護を受けるべき労働者がおり，実際には深

刻な過少払いにある可能性も否定できない．この

ような事案をいかに放置せずに，法の適切な履行

につなげるかという点も，看過できない課題であ

ろう． 

 

５． おわりに 

 25 歳以上を対象とする全国生活賃金額は，2016

年の導入時に，2020 年までに平均賃金中位値の

60％到達を目標に設定し，2020 年 4 月の引き上げ

はこの目標に沿って設定された[52]．今回，イギリ

ス政府は新たに，2024 年までに平均賃金中位値の

2/3 まで引き上げるという目標値を設定し，そして

同時に，全国生活賃金額の対象労働者について，

2021 年 4 月に対象年齢が 23 歳以上に引き下げら

れたが，さらに，遅くとも 2024 年までには 21 歳

以上にまで引き下げる方針が示されている注 34． 

こうした対象年齢の引き下げは，対象者の範囲

の拡大を意味するとともに[53]，最低賃金額に近接

しやすい，いわゆる低賃金業種を，従来の業種以

外の他業種まで拡大する可能性が高いとも懸念さ

れる[54]．また，新たな引き上げ目標により，過少

払いリスクが高まることも予想される．したがっ

て，過少払い事案を増やすことなく，最低賃金法

の遵守率を高めるための方策は，引き続き検討す

ることが強く求められている． 

1998 年法の履行確保は，労働者を保護し，かつ，

企業間の公平な競争条件を確保するための要であ

る．低賃金委員会はその重要な責務のひとつとし

て，引き続き，最低賃金の不履行に関する事実を

収集し，政府に報告するとともに，履行確保を進

める効果的な方策を提案・勧告するとしている． 

さらに，政府は今後，労働市場における様々な

法執行を担う単独機関の創設も視野に入れている

とする[55]．法の不履行を取り除き，労働者を保護

し，かつ，企業に公平な競争を確保するためには，

どのような執行システムが有効であるか，さらに

どのような方策を規定すべきか．今後もイギリス

の最低賃金法の執行システムを注視する必要があ

る． 
 

注 

1 たとえば，イギリスの法制度上，使用者から労

働者への住居提供がある場合に，その対価として
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一定額を最低賃金上の賃金に含めることを法は認

めている（National Minimum Wage Regulations 2015, 

r.9(1)(e), 16．ただし，住居以外の現物給付を賃金

に含むことは認められていない）．したがって，そ

うした労働者に実際に支払われる賃金額は，当該

一定額の控除後となり，最低賃金に満たないよう

に「見え」得る． 

2  National Minimum Wage Act 1998, s.1. ただし，

一部例外規定を置いている．たとえば，刑務作業

に従事する囚人，ボランティアで働く者，家内労

働者などは明文で除外されている（National 

Minimum Wage Act 1998, s.37. など）． 
3 National Minimum Wage Act 1998, s.54. 

4  別額設定導入の議論およびその目的は，低賃金

委員会から初めて公表された報告書（1998 年報告）

でも多くのページを割いて説明されている． 

5  具体的には 19 歳未満の徒弟制度で働く者と，

19 歳以上でかつ徒弟制度 1 年目の者である． 

6  本稿での円換算は 1 英ポンド（GBP）＝約 154

円として計算している（2021 年 4 月 30 日 みずほ

銀行ウェブサイト外国為替公示相場）． 
7 National Minimum Wage Act 1998, s.1(3). 

8 たとえば，2021 年の引き上げ額勧告は，2020

年 12 月公表の低賃金員会年次報告「全国最低賃金

低賃金委員会 2020 年報告（National Minimum Wage 

Low Pay Commission Report 2020）169-181 頁にも示

されている． 

9 remuneration は一般的に「報酬」と訳されるが，

ここでは「全国最低賃金法上の賃金と認めうるも

の」をさすことから「賃金」と訳している.  
10  National Minimum Wage Act 1998, s. 1(1), 

National Minimum Wage Regulations 2015, r.7. 

11  National Minimum Wage Act 1998, s. 1(4), 

National Minimum Wage Regulations 2015, r.6.  

12  National Minimum Wage Act 1998, s. 2, 

National Minimum Wage Regulations 2015, r.8-16. 

13  National Minimum Wage Act 1998, ss.9-33.  

14  電話のヘルプラインやオンラインの申告フ

ォームなども利用できる． 

15  過料額には上限があり，2 万ポンドとなって

いる（National Minimum Wage Act 1998, s.19A）．履

行通告後 14 日以内に，使用者が労働者に未払い額

を支払う場合，過料額は半分に減額される

（National Minimum Wage Act 1998, s.19A(10)）． 

16  2020 年より，未払い総額が 500 ポンドを超え

る場合に，使用者名公表の対象となる（以前は未

払い総額 100 ポンド以上が対象であった）． 

17 導入前年の 2015 年までは，最低賃金額の改定

は毎年 10 月になされており，2016 年 4 月の導入

は 25 歳以上の労働者について 2015 年 10 月の引き

上げにさらに 50 ペンスの引き上げがなされたこ

とを意味した． 

18 全国最低賃金近辺の時間賃金とは，最低賃金

額（ここでは全国生活賃金額）に 5 ペンス（約 8

円）を加えた額までの時間賃金のこと． 

19 ただし，2015 年までの全国最低賃金額の改定

は毎年 10 月であったが，全国生活賃金区分の導入

が開始された 2016 年から，額の改定時期が 4 月に

変更となった．過少払い労働者数が最も増えるの

はこの改定時期であり，その後，年間を通じて過

少払い労働者数は減少傾向を示すことも分かって

いる（2019 年執行報告 10‐12 頁，2020 年執行報

告 2 頁）．したがって，2016 年以降の 4 月時点で

の不払い労働者数は，年間を通じて最も人数が多

い時点であることに留意が必要である． 

20  2019 年執行報告によれば，保育業で働く 25

歳以上で，かつ時間賃金額が全国生活賃金近辺の

労働者 49,000 人のうち，43％以上が過少払いにあ

ったと示されている．  

21 ただし，使用者規模が小さいほど過少払い比

率が高いわけではなく，零細企業（従業員 9 名以

下）の次に，過少払い比率が高いのは従業員数が

250‐4999 人規模の使用者でもある． 

22 最低賃金法上の「固定給制労働」とは，年間

の基本時間数と賃金の年額，賃金の支払い回数（週

に 1 回以上，月に 1 回以上）が決定され，均等な

分割払いか，もしくは月毎の支払額は変動するも

のの四半期毎では均等な分割払い，で賃金が支払

われる労働形態のこと（National Minimum Wage 

Regulations 2015, r.21, National Minimum Wage 

(Amendment) (No. 2) Regulations 2020. r.5.）．  

23 年齢別に関し，2020 年執行報告（10 頁，Table 

1.4.）では，有意に過少払い労働者比率が高かった

のは 65 歳以上のみであった． 

24  全国生活賃金導入前の 2014/2015 年は 920 ポ

ンドであった予算額は，2016/2017 年に 2,000 万ポ

ンド，2019/2020 年には 2,740 万ポンドまで増額し

た．監督官数に関しても，2014/2015 年には約 180

人であったが，2017 年 4 月には新たに 110 人を超

える監督官が任命されるなど，2019/2020 年は約
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420 人の監督官を擁するようになる．5 年の間の増

加率は，予算が約 3 倍，監督官が約 2.5 倍にもな

る． 

25 なお，24 歳以下の過少払い比率（最低賃金額

近辺の時間賃金の労働者に占める割合）を 2017 年

から 2019 年まで確認すると，2017 年から 2018 年

にかけては 21－24 歳区分，18－20 歳区分，16－

17 歳区分のいずれでも減少し，2018 年から 2019

年は横ばい，もしくは減少している（2019 執行報

告 13 頁，2020 年執行報告 3 頁）． 

26 2020 年執行報告でも，主要な財政基盤が国で

あることが，この業種の未払い増加に影響してい

るだろうと指摘されている（2020 年執行報告 26

頁）． 

27 2020 年執行報告においても，主要な理由では

ないものの，この点が一因である可能性に言及が

ある（2020 年執行報告 11 頁）． 
28 National Minimum Wage (Amendment) (No. 2) 

Regulations 2020. r.2-8.  

29 こうした実態があることを踏まえて，労働者

は自らの雇用契約を時間給制労働から固定給制労

働へと変更されることについて，望ましくないと

も言われている（2019 年執行報告 18 頁）． 

30 内国歳入庁は，2005 年 4 月，関税消費税庁と

統合し，歳入関税庁が発足した．全国最低賃金制

度の執行業務は，この歳入関税庁が引き継いだ.  

31 2015 年の低賃金委員会による年次報告

（National Minimum Wage Low Pay Commission 

Report 2015）でも，社会的ケアやホテルの清掃な

どが，リスクの高い分野として調査・介入がなさ

れたことが報告されている． 

32 なお，2014/2015 年で未払い解決労働者数約

2.6 万人，監督官の増員が始まった 2015/2016 年で

同約 5.8 万人． 

33 Edmunds（claimant）v Lawson QC and others

（defendants）[2000]I.R.L.R. 18（HC）ほか． 

34  ただし，こうした政府方針の公表は 2020 年の

Covid-19 の急拡大の前であり，この点は留意が必

要であると 2020 年執行報告でも言及されている．

また，同報告では，引き上げと対象拡大の方針に

ついて，将来的な最低賃金の引き上げペースが確

定するものではないものの「どのようなペースで

あろうとも，近年の法の履行確保と執行における

前進を強固にし，かつ，残されている課題に対処

しながら，執行システムを評価し，改善すること

が重要である」と述べられている（2020 年執行報

告ⅵ頁）． 
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Abstract 

This study has examined the UK Low Pay Commission’s Reports of 2019 and 2020 which reviewed 

compliance with National Minimum Wage Act of 1998. Since 2016, when UK introduced the National 

Living Wage rate for workers over 25 years of age, non-compliant employers or underpaid workers have 

clearly increased. Effective enforcement of the Act is essential to protect workers and to ensure fair 

competition among businesses. What is more effective or supportive to promote further compliance with 

National Minimum Wage Act should be examined next. 
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